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研究成果の概要（和文）：先進諸国の多くは、1980年代から、市場重視の住宅供給システムをつくってきた。そ
れによって、持家セクターが拡大し、社会賃貸セクターは縮小した。しかし、サブプライム・ローン破綻、リー
マンショック、ユーロ危機など、2000年代末から続くグローバルな金融・経済危機によって、持家取得の推進は
困難になった。この結果、“ポスト・クライシス”の住宅供給システムをどのように組み立てるのかという問題
の重要性が高まった。こうした状況を背景とし、本研究では、主に文献・統計調査によって国際比較分析を進
め、持家停滞のなかで、民間賃貸を刺激する政策が拡大し、社会賃貸セクターを再評価する動きがあることを明
らかにした。

研究成果の概要（英文）：Governments in many developed countries have shifted housing policies 
towards a more neoliberal model, leading to the expansion of market-based owner-occupied housing 
sectors and the shrinkage of social rented housing sectors. Along with the onset of the 2007/08 
Global Financial Crisis and the subsequent Euro Crisis, however, market-oriented housing systems are
 now trapped in crisis. A key feature of housing systems in the neoliberal era is the 
financialization of housing and thus the excessive collateralization of real estate resulted in 
catastrophic financial and economic turmoil. In this research, we carried out cross-national 
analyses of changes in housing systems in terms of how post-crisis housing systems are being shaped.
 New trends in housing systems are found in many countries' policy of encouraging the expansion of 
private rented housing markets in response to prolonged stagnation in owner-occupied housing 
markets.  

研究分野： 住宅政策
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１．研究開始当初の背景 
（１）先進諸国の多くは、1980 年代から、市
場重視の住宅供給システムをつくってきた。
この枠組みのなかで、持家セクターが拡大し、
社会賃貸セクター向けの政策支援は縮小し
た。しかし、サブプライム・ローン破綻、リ
ーマンショック、ユーロ危機など、2000 年代
末から続くグローバルな金融・経済危機によ
って、持家取得の推進は困難になった。この
結果、住宅に関する公共政策の見直しが進み、
“ポスト・クライシス”の住宅供給システムを
どのように組み立てるのか、という問題の重
要性が高まった。一方、日本では、市場重視
の住宅供給が 1990 年代半ばから続き、その
今後の展開をどのように設計するのかとい
う検討課題がある。 
 
（２）国際住宅学界では、ポスト・クライシ
スの住宅政策は、最重要の関心事である。
ISA(International Sociological Association) の
RC43（住宅・建造環境）、RC21（都市研究）、
ENHR(European Network for Housing Research)
などは、ポスト・サブプライムの住宅政策の
あり方に関して矢継ぎ早に会議・学会を開催
した。金融・経済危機が住宅ローン市場に強
く影響したことから、研究関心の多くは、住
宅ローン制度の再編に向けられた。しかし、
ポスト・クライシスの政策転換は、金融領域
だけではなく、持家／借家供給バランスの再
考、社会賃貸住宅の建設再開、家賃補助制度
の再構築など、住宅供給の領域にもおよんで
いる。 
 
２．研究の目的 
以上を背景とし、本研究では、“ポスト・ク

ライシス”の住宅供給に関する国際比較分析
を進めた。住宅金融だけではなく、むしろ住
宅供給システムの変化に注意を向け、その再
編に関する考察を行った。また同時に、本研
究の狙いは、住宅政策に関する日本の位置・
特徴を国際比較のなかで見定める点にある。
国際住宅学界では、ポスト・クライシスの住
宅政策に関する分析の多くは、住宅金融の側
面から進められ、また「危機からの脱出」の
あり方を重視してきた。これに比べ、本研究
は、住宅融資制度の変化に加え、持家／借家
供給のバランスの再編、社会賃貸住宅の供給
再開、家賃補助制度の変化など、住宅供給施
策をも分析対象とし、「危機からの脱出」策
だけではなく、むしろ中・長期的な政策再編
の方向をとらえようとした。 
 
３．研究の方法 
（１）ポスト・クライシスの住宅政策につい
ては、住宅金融の実態変化と制度再編に関す
る研究が蓄積されてきた。この点では、M. 
Stephens, M. H. Schwartz & L. Seabrooke, M. 
Aalbers, R. Forrest & N-M. Yip らの仕事がとく
に重要な成果として知られている。これらを
レビューすると同時に、Housing Studies, 

Urban Studies, Society and Space, International 
Journal of Urban and Regional Research, 
Journal of Housing and the Built Environment な
どの主要ジャーナルと単行書籍を系統的に
サーベイし、研究動向を詳細に把握した。 
 
（２）以上の既往研究のサーベイをふまえて、
欧米諸国と東アジア諸国に関し、政府の住宅
政策、住宅市場、住宅金融の新たな動向を、
主に文献・資料調査から調べ、比較分析を進
めた。この間、香港、スロベニアなどで、海
外研究者と研究交換の機会を得た。 
 
４．研究成果 
（１）国際比較研究を通じて、「グローバル・
インパクト」と「経路依存性」の組み合わせ
から政策・制度の再編をとらえるという方
法・アプローチが有効であることを示した点
に本研究の成果の特徴がある。このフレーム
を用いると、①先進諸国の住宅供給システム
は、一連の金融・経済危機という「グローバ
ル・インパクト」を受け、共通の方向に変化
する一方、②国ごとの過去の経緯から逃れら
れず、「経路依存性」を示すことから、③ポ
スト・クライシスの政策再編には「普遍」の
傾向だけではなく、「差異」が生じる、とい
う理論の設定が可能になる。 
 
（２）以上のフレームを用い、次の手順で分
析を進めた。まず、「プレ・クライシス」の
住宅供給システムの分析を行った。本研究の
特徴の一つは、「経路依存性」の重視である。
この点をふまえ、1980 年代から金融・経済危
機の発生までの住宅事情と住宅供給政策を
調べた。調査項目として重視したのは、住宅
所有形態の変容、住宅価格推移、持家取得支
援の政策・制度、社会賃貸住宅の施策動向な
どである。 
 
（３）次に、「クライシス・インパクト」を
みようとした。金融・経済危機という「グロ
ーバル・インパクト」は多数の国の住宅・住
宅ローン市場に強く影響した。しかし、その
影響の現れ方は、国ごとに異なっている。サ
ブプライム破綻の発生源であるアメリカを
はじめとするアングロサクソン諸国では金
融の著しい信用収縮が発生した。アイルラン
ド、アイスランドなどでは、国家経済が壊滅
に近い状態に陥った。その一方、西欧・東ア
ジア諸国の多くでは、住宅・住宅ローン市場
に対するサブプライム破綻の直接影響は相
対的に軽かった（景気後退などの間接影響は
大きい）。こうした「普遍」と「差異」を念
頭に置き、金融・経済危機が各国の住宅・住
宅ローン市場に与えたインパクトをとらえ
ようとした。 
 
（４）さらに、「ポスト・クライシス」の住
宅供給システムを分析するために、金融・経
済危機に続いて、住宅事情がどのように変化



し、住宅政策がどのように展開したのかを知
ろうとした。住宅事情に関しては、住宅所有
形態と住宅価格の推移、住宅政策については、
とくに住宅ローン滞納世帯・差し押さえ世帯
などの救済策、住宅供給施策の方針、社会賃
貸住宅の供給再開動向、低所得者向け持家プ
ログラム、民営借家市場に対する政策介入、
家賃補助制度の運営動向などをとらえた。先
進諸国にほぼ共通して、持家取得促進の強調
の程度が低下し、持家／借家供給のバランス
の見直しが始まっている。 
 
（５）以上の作業をふまえ、「経路依存性」
と「グローバル・インパクト」の交錯が各国
のポスト・クライシスの住宅供給システムに
どのように影響するのかに関し、地理的な類
型化を試みた。まず、アングロサクソン諸国
では、金融危機の影響が深刻であったにもか
かわらず、多くの住宅市場はすでに回復し、
政府が持家支援の政策を続ける傾向を示し
ている。ここには、アングロサクソン諸国に
おける持家重視の伝統が依然として持続し
ていることが表れている。ただし、ニューヨ
ーク、ロンドンなどの「世界都市」の住宅市
場が空前のブームに沸く一方、地方の多くで
は、住宅市場が停滞したままである点に注意
する必要がある。 
 
（６）オランダ、フランスなどの西欧諸国は、
ポスト・クライシス期になって、社会住宅の
再評価が進み、テニュア・バランスを重視す
る政策展開の萌芽が認められる。これは、西
欧諸国の多くが戦後期から 1960 年代にかけ
て社会住宅を大量に建設した経緯をもつ点
に関係する。住宅政策の市場化によって社会
住宅供給は縮小したとはいえ、過去の大量建
設の経験は、ポスト・クライシスの住宅政策
に反映する側面をもつ。この点は、住宅政策
の経路依存性を表している。同じ欧州でも、
南欧は、持家率がきわめて高く、世界金融危
機からとくに深刻な影響を受けた点を特徴
とする。ここでは、社会住宅などの施策は伝
統的に弱いままであったが、スペインでは家
賃補助が開始されるなど、新たな施策展開の
兆候が認められる。 
 
（７）中国・韓国などの東アジア諸国は、金
融・経済危機の直接影響は相対的に小規模で
あった。しかし、これらの国では、以前から
住宅価格の高騰のために持家取得が困難に
なっていたという経緯を有し、それが特に若
年層の不満を拡大したことから、公共住宅の
大量建設に関する計画を策定するにいたっ
た。市場重視の持家供給が依然として支配的
であるとはいえ、政府は公共住宅供給にも力
点が置きはじたようにみえる 
 
（８）以上の分析から、住宅供給システムの
変化には、経路依存の傾向が認められ、プ
レ・クライシスのシステムのあり方が反映し

ていること、また同時に、グローバルなクラ
イシス・インパクトが住宅供給の変化に影響
したこと、そしてポスト・クライシスの住宅
供給システムは地理的な類型性を示すこと
が示された。すなわち、「経路依存」と「グ
ローバル・インパクト」の組み合わせに関す
る「普遍」と「差異」をみることで、各国の
住宅供給システムの再編実態をとらえるこ
とが可能になる。 
 
（９）以上の分析枠組みから、日本の住宅供
給システムが固有の条件をもつことが指摘
される。まず、日本では、世界金融危機の発
生以前から、持家市場が長く停滞する状況に
あった。これは、バブル破綻後の住宅市場の
停滞が長引き、そこに人口減少などの影響が
加わったためである。このため、他の多くの
国では、金融危機は住宅市場のブームを襲っ
たのに対し、日本では、すでに停滞している
住宅市場に金融危機の影響が加わった点が
特徴的である。多くの国は、金融危機後に、
住宅と住宅ローン市場の深刻な停滞を経験
したが、日本は、それに先立つ「先進事例」
としての位置を占める。また、ポスト・クラ
イシスの住宅供給システムは、国ごとに異な
っているが、持家推進の程度の低下、民営借
家供給に対する政策支援の拡大、社会賃貸セ
クターのあり方の再考など、賃貸住宅を以前
より重視する傾向をみせ、テニュア・ニュー
トラルの方向を示している。このなかで、日
本の政府は、公営住宅などを減らし続けてい
る。これに比べ、民営借家市場は拡大に向か
った。これは、持家取得の困難を反映すると
同時に、相続税対策としてのアパート建設な
どが増えたためである。日本のこうした政策
動向は、公営住宅セクターがきわめて小さく、
家賃補助政策も存在しないという伝統を反
映し、グローバル・インパクトを受けながら
も、経路依存の傾向が強いという傾向を表し
ている。その一方、これからの日本は、経済
停滞に加え、人口の減少とさらなる高齢化を
経験することになる。そこでは、より低所得
の世帯、高齢の借家人、より不安定な就労者
が増えると予測され、そうした社会・経済条
件変化が住宅供給システムをどのように変
化させるのか、という問いの重要さが増すと
みられる。 
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